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研究成果の概要： 
 本科研は、Ａ０１班の他の計画班研究者およびＡ０２班とともに、全国規模のランダム
サンプル(サンプル数 12,408)の法意識調査（Ａ０２班は、紛争経験調査）を行った。この
調査の結果から、法意識と紛争経験、法の主題化の関係（法利用の経験が前２者に大きく
影響すること）および法意識の全体像（データとしては従前論じられてきた日本人の法意
識論に近いが、その意味づけと解釈は大きく異なること）を示すことができた。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2003 年度 3,000,000 0 3,000,000 

2004 年度 72,500,000 0 72,500,000 

2005 年度 2,900,000 0 2,900,000 

2006 年度 2,300,000 0 2,300,000 

2007 年度 1,000,000 0 1,000,000 

2008 年度 900,000 0 900,000 

総 計 82,600,000 0 82,600,000 
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１．研究開始当初の背景 
 川島の『日本人の法意識』(1967）は一般
向けに書かれた新書であるにもかかわらず
それ以降、法意識は一貫して日本の法社会学
の中心的な問題関心となった。しかし、川島
が依拠した資料は自ら経験した逸話的なデ
ータが主であったし、その後信頼性の高い大
規模な法意識調査が必ずしも行われてきた
わけではない。また、必ずしも法意識と法行

動（紛争解決行動）が方法的に分離されて研
究されてきたわけでもない。 
 
２．研究の目的 
 本科研では、１．のような認識に立って、
Ａ０２班と共同で全国規模の信頼性の高い
調査票による調査を行い、第１に現代日本人
の法意識の全体像をより一般的な社会意識、
価値意識との関係で明らかにし、第２に、我



が国において紛争行動に影響する基底的要
因とされてきた法意識が法の主題化、法使用
とどのように関連するかを明らかにするも
のである。 
 
３．研究の方法 
（１）母集団は全国成人であり、サンプル数
は 25,014 である。サンプリングの方法は 2
段階抽出ランダムサンプルで、抽出地点は
1,137 地点であり、1地点から 22 名を住民基
本台帳もしくは選挙人名簿で系統抽出法に
より抽出した。サンプリングは、2004 年 12
月から 2005 年 1 月にかけて行われた。 
 本調査のサンプル数は 25,014 と通常の社
会調査に比べ非常に多くなっているが、これ
は、Ａ０２班の紛争経験調査においては、紛
争経験者、相手方になんらかの要求を行った
もの、法的手段の利用者と段階を追うごとに
少なくなっており、そのための十分なサンプ
ル数を確保するためである。法意識調査では、
サンプル数が多いことを考慮して実験計画
法（シナリオ実験）を取り入れている。 
（２）調査の方法は、Ａ０２班調査（紛争経
験調査）は調査員による面接方式、Ａ０１班
調査（法意識調査）は留め置き方式で行われ
た。具体的には、Ａ０２班面接調査の際に、
Ａ０１班留め置き調査票を被験者に渡し、後
日調査員が回収に赴むくという方法である。
留め置きとした主たる理由は、法意識調査は、
パーソナリティ尺度を含め、さまざまな心理
測定尺度からなっており、回答も多くの場合、
その強さを 6件尺度で答えさせるというもの
が多く、調査員の読み上げ式より、自記式の
方がすぐれていると考えたからである。また、
パーソナリティ尺度については、被験者に回
答を秘匿したいという気持ちがあり、その点
でも調査員の読み上げ式より、自記式がすぐ
れている。なお、フェースシート部分は、問
題の性質に応じて、Ａ０２班の質問票の最後
あるいはＡ０１班の質問票の最後に置いた。 
（３）実査は 2005 年 2 月から 3月にかけて
行なわれた。回収数（面接、留め置きの両方
に回答した被験者）は 12,408、回収率は
49.60％である。一見すると他の同種調査に
比べて低いように見えるかもしれないが、本
調査では、ランダム性を厳しく確保するため
に、予備サンプルの使用は、被験者死亡、転
居など非常に限定的な場合に限ったためで
あって、決して低いものではない。 
 
４．研究成果 
（１）契約の法意識については、口頭の諾成
契約について、川島は一方で高度に近代的な
法意識がそれを支えると述べながら、他方で
福翁自伝によりつつ前法的な規範意識が重
要であることの示唆を行っていた。本データ
の分析によれば、口頭の約束、契約は近代的

な法意識の内面化によってではなく、素朴な
規範感情が支えていることが示された。また、
文書による契約は、どちらかというと近代的
な法意識がその拘束力を支えていることが
示された。さらに、内金とか手付けは、人々
の意識としては契約の拘束力を高めている
がそれは近代的法意識によるものではない。
次に、共同体の内部と外部での契約の拘束力
の違いを見ると、契約の拘束力は、共同体の
外部との関係で強いことが示された。共同体
の内部での拘束力は、契約の拘束力といった
ものではなく、共同体の同調圧力の所産であ
ることがデータから見て取れる。 
（２）民事紛争行動調査のデータをもとに、
第 1に、民事紛争処理過程において法が主題
化される（あるいはされない）ということが
有する意味を明らかにした。また、民事紛争
行動において「なにもしない」という「行動」
選択がパーソナリティや紛争累計などいか
なる因子と相関しているか、探索的分析を行
った。  
（３）所有権の法意識（ただし不動産）につ
いては、遊び場より菜園に用いた場合（つま
り、占有の独占性が高い場合）、看板がある
場合（権限のない利用を排除する所有権者の
意思明確である場合）の方が所有権の侵害性
を強く感じている。また、知り合いの土地の
方が所有権の侵害性を強く感じており、これ
は川島武宜の仮説とは異なっているように
思われる。しかし、所有権小話の場合には分
散分析の結果として複雑な相互効果が見い
だせ、単純な結果の理解は適切ではないよう
に思われた。 
（４）裁判所イメージについて、裁判所利用
経験者と、未利用者で比較した。裁判所利用
経験者について、主張が満たされた場合には、
基本的信頼（「裁判所はすべての人々に、正
義にかなった裁判を保証してくれる」という
問で測定）と伝統的態度（「裁判になったら
裁判官にまかせておけばよい」という問で測
定）の得点が下がると言うことはないが、満
たされなかった場合には顕著にさがってい
る（ただし、調停被申立人の伝統的態度を除
く）。そして、被告、被申立人の側の場合に
は、満足する結果だと、基本的信頼について
は評価が高まっているように見える。さらに、
他の設問との相関（たとえば伝統的態度とそ
れなりの相関がある）、アメリカ政治学で議
論されている、裁判所に対する拡散的支持と
は全く別のものである（学生被験者予備調査
の結果）ということを考慮すると、基本的信
頼は、正義が第一次的な価値である裁判とか
司法固有のものへの信頼とは異なることが
示唆される。つまり、日本における裁判所に
対する信頼は、政府一般への信頼と区別され
ていないのである。 
（５）本調査では、サンプルを分割し、一部
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サンプルにおいて、1976 年に行われた日本文
化会議の法意識調査（現代日本人の法意識、
第一法規、1982）の追試も行った。日本人の
法意識の特徴とされる融通性について以下
の知見を得た。 
 Ｑ5(旧Ｑ6)とＱ5(旧Ｑ6）は、所有権につ
いて尋ねた質問である。これらは 1976 年調
査では、人々の融通性を計るためのスケール
として使用されている。Ｑ5(旧Ｑ6)の国有林
の問題では、1976 年と 2005 年には分布にほ
とんど変化がなく、立入禁止の立札に従うも
のが 8割強を超えている。なお立札に従うも
のは 1971 年では半数しかいない。 
 Ｑ6(旧Ｑ7)の空き地の使用について、2005
年調査では 7割弱の者が選択肢２の「所有者
の許可なしに使用するのはよくない」を選ん
でいる。1971 年においては選択肢１の「子供
たちが遊んだって構わない」が半数強を占め
ていたが、1976 年、2005 年と経つにしたが
って、空地の所有者の許可を必要とするとい
う考えが増加している。 
 Ｑ10（旧Ｑ13）は、公務員について融通性
を評価させてものだが、1971 年、1976 年、
2005 年のいずれの調査においても、大多数の
人が臨機応変に法を適用しようとする公務
員を好んでいる。 
 Ｑ11（旧Ｑ14）は法律の適用について尋ね
た質問であるが、これについても、1971 年、
1976 年、2005 年のいずれの調査でも、柔軟
に適用するものを選択する者が 6 割強いる。 
 Ｑ12（旧Ｑ15）は、契約の適用方法につい
て尋ねた質問である。1971 年、1976 年、2005
年のいずれの調査においても、6 割以上の者
が「実情にあわなくったときは、話し合って
その契約は守らなくてもすむようにしても
らう」と考えている。 
 Ｑ13（旧Ｑ16）は、契約の内容については、
1971 年、1976 年、2005 年のいずれの調査に
おいても、選択肢２の「具体的にキチッと決
めておく方がよい」を選んだ者が 9割近くい
る。 
 1976 年調査では、Ｑ5(旧Ｑ6)、Ｑ6(旧Ｑ7)、
Ｑ10（旧Ｑ13）、Ｑ11（旧Ｑ14）は、削除し
た２つの問旧Ｑ8、旧Ｑ9と合わせて、融通性
のスケールを作成するために使われた質問
であるが、2005 年では、二つの意味を持って
いるようである。つまり所有権については融
通性を利かせるのでなくこれを尊重した方
がよいとする傾向が強いようである。一方、
法の運用については、柔軟にすべきだと考え
ている。 
 また、契約内容については、1971 年以来、
一貫して具体的にキチッと決めておく方が
よく、適用は柔軟にした方がよいを選好して
いる。 
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